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１．事業目的 

液化石油ガス（以下「ＬＰガス」という。）の一般消費者等に対する供給時の事

故件数は、昭和５４年の７９３件をピークに、安全器具（マイコンメーター、ヒュ

ーズガス栓及びガス漏れ警報器）の普及により減少傾向となっているが、未だ死傷

者を伴う事故の撲滅には至っておらず、一般消費者等の保安の確保の観点から更な

る取り組みが求められる。事故の原因者等別では、消費者の不適切な使用等に起因

する事故やＬＰガス販売事業者の作業ミス等に起因する事故の割合が依然として高

い。消費者に起因する事故防止には、ＬＰガス販売事業者が法令で定められている

保安業務だけではなく、事故の発生原因を十分に理解した上で、ガス燃焼機器の操

作や事故発生時の対処について確実かつ適切に消費者に伝えることが重要である。 

このため、本事業では、高圧ガス保安法に基づき提出されるＬＰガス事故報告書

を基に事故情報を取りまとめるとともに、事故の発生原因別等にデータを整理し、

これらの事故が普遍の事故であるか特殊な事故であるか、また、重大事故か軽微な

事故かを類型化し、特に重大事故に発展する可能性のリスク分析等を行い、予防的

対応を含めた事故防止に資する対策を調査、検討し、国が取り組むべき具体的な課

題を明らかにした。その他、LP ガス事故に係る調査・実証実験等を行った。 

また、都市ガスにおいては、ガス消費機器等による事故事例データを整備し、事

故原因等の類型化を行うことで、国として需要家等に向けた効果的な再発防止策の

検討を行い、総合資源エネルギー調査会都市熱エネルギー部会ガス安全小委員会に

おいて取りまとめられたガス安全高度化計画（平成２３年５月）にて掲げられた「死

亡事故をゼロにする」という安全高度化目標の達成を目指すため、ガス関係報告規

則第４条の規定に基づき、ガス事業者及び準用事業者から報告される事故情報を基

に需要家等に対する都市ガスの安全使用等に関する広報内容に係る検討に必要なガ

ス消費機器等による事故事例の原因等の分析等を行った。

２．事業内容 

（１）事故情報の整理・分析

① 事故情報の取りまとめ

高圧ガス保安法及びガス事業法に基づき報告されるガス事故情報を基に、２０２０

年１月から１２月（報告漏れがあった場合は、２０２０年１月以前の事故情報を含む）

に発生したガス事故について報告内容に不足等がないかを精査し、事故の発生原因別

等に分類、整理し、事故情報を取りまとめた。 

LP ガスについては、この情報を基に LP ガス事故概要（四半期に１回経済産業省 HP 

にて公表）及び LP ガス事故年報を作成するとともに、液化石油ガス保安対策指針策

定に係る基礎資料の作成及び産業構造審議会保安分科会液化石油ガス小委員会で公表

される LP ガス事故に関する資料で使用するデータの取りまとめを行った。また、市

販のデータベースソフトを用いて、事故情報の整理を行った。このデータ整理に当た
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っては、普遍の事故であるか特殊な事故であるか、重大事故か軽微なものかの類型化

を行い、２０２０年以前の事故情報を含め多様な検索が可能となるよう整理した。 

都市ガスについては、産業構造審議会保安分科会ガス安全小委員会で公表される都

市ガス事故に関する資料等で使用するデータの取りまとめを行った（都市ガス事故事

例の原因等の分析等は別添１のとおり）。LP ガス事故については、事故データの分

析として自主保安の取り組みによる事故低減効果について検討した（詳細は別添２の

とおり）。 

（２）LP ガス事故に係る調査・実証実験等

① 火気をさえぎる措置に関する検討

例示基準１３に規定される火気をさえぎる措置については、各都道府県において当

該措置が講じられているか、判断に苦慮する実態があることから、各都道府県の運用

調査並びに関係法令の調査、ひいては様々なケースの当該措置を想定したシミュレー

ションを行い、これらの実態を明らかにし、適切な運用方法について検討した。（詳細

は別添３のとおり）。 

② その他の事故にかかる事故発生メカニズム解析・調査

上記の調査の他、報告された事故情報のうち、保安対策上、特に重要な事故につい

て、必要に応じて事故の現地調査や実証実験等を行って事故発生メカニズムの解明に

努め、結果を取りまとめた。 

本調査では 2020 年 7 月に発生した福島県郡山市爆発事故及び 2021 年 1 月に発生し

た秋田県爆発火災事故について調査を実施した。なお、これらの事故については、警

察による捜査中であることから、調査結果について本報告書への掲載は行っていない。 

（３）委員会の設置

（２）で行われる調査・実証実験の活動の調整を行いつつ事業全体の取りまとめを

行うため、有識者を含めたＬＰガス事故調査検討委員会を設置し、必要な検討等を行

った。 
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１．目的及び内容 

 本調査は、需要家等（一般消費者等）に対する都市ガスの安全使用等に関する広報内

容に係る検討に必要なガス消費機器等による事故事例の原因等の分析等を行うことを目

的とし、本調査によりガス消費機器等による事故事例データを整備し、事故原因等の類

型化を行うことで、国として需要家等に向けた効果的な再発防止策の検討を行い、総合

資源エネルギー調査会都市熱エネルギー部会ガス安全小委員会において取りまとめられ

たガス安全高度化計画（2011 年５月）にて掲げられた「死亡事故をゼロにする」という

安全高度化目標の達成を目指すものである。 

 このため、事故原因等の分析、再発防止のための対策及び発生頻度の高い典型事例の

類型化などを検討し、取りまとめた。 

  

２．調査実施概要 

・事故事例データの分析・取りまとめ等 

産業構造審議会保安・消費生活用製品安全分科会ガス安全小委員会で公表される都市

ガス事故に関する資料等で使用するデータの分析・取りまとめ等を行った。分析・取り

まとめ等に当たっては、普遍の事故であるのか、特殊な事故であるのか、発生頻度の高

い典型的事例等を類型化し、その原因等について分析し、事故防止に資する対策を検討

した。 
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１．目的 

  液化石油ガス法に係る事故は昭和５４年をピークに、安全器具の普及により減少

傾向となっているが、近年においても死傷者を伴う事故が発生しており、一般消費

者等の保安の確保の観点から更なる取り組みが求められている。 

  このため、液化石油ガス法において規定されていない「事業者による自主保安の

取り組み」についてヒアリング調査を行う。 

また、当該自主保安の取り組みと 2020 年に発生した事故と照らし合わせ、防げた

と考えられる事故を明らかにする。 

   

２．事業者が取り組む自主保安の調査 

  液化石油ガス販売事業者等がこれまで取り組んできた自主保安について、一般社

団法人全国ＬＰガス協会及び都道府県ＬＰガス協会にヒアリング調査を行った。 

  ヒアリング調査の結果、供給設備・消費設備に係る自主保安、周知に係る自主保

安の取り組みについて、代表的な事例は以下のとおりであった。 

① 供給設備・消費設備に係る自主保安の取り組み 

ア 容器の鎖の二重掛け（供給設備） 

    供給設備の技術上の基準において、充てん容器等には転落、転倒等による衝

撃及びバルブ等の損傷を防止する措置を講ずることが求められているが、鉄鎖

を二重掛けすることにより、地震に対する転倒防止効果をより高めるもの。 

    二重掛けは、水害による容器流出に対しても一定の効果があると考えられ

る。 

 

（関係する技術基準等） 

（例示基準９．充てん容器等の転落、転倒等による衝撃及びバルブ等の損傷を防止

する措置） 

(2)② 充てん量１０ｋｇ以上の容器については、鉄鎖、ロープ等により容器を家屋

その他の構築物に固定する等により、地震に際して転倒しないようにすること。 

 

  イ ガス放出防止器・ガス放出防止型高圧ホースの設置（供給設備） 

    ガス放出防止型高圧ホースについては、供給設備の技術上の基準において、

その設置義務はないが、高圧部からのガス大量漏えいの防止に一定の効果があ

るもの。地震、水害、雪害等、災害時においても効果がある。 

なお、ガス放出防止器・ガス放出防止型高圧ホースは、配管の折損等により

大量のガスが流れるとガスを遮断する過流式のものと、ホースに所定の引っ張

り力が加わった際にガスを遮断する張力式のものがある。 
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（参考） 

2) ガス放出防止型高圧ホース 

高圧ホースのＰＯＬ内部に放出防止機構が組み込まれたもので、過流式と張力式の

２方式に大別される。 

① 過流式 

過流式は、ヒューズガス栓のヒューズ機構と同様な構造になっており、配管の折損

等により大量のガスが流れるとガスを遮断する｡遮断流量はガス放出防止器の７.５

ｋｇ/h用（高圧用）に相当 するものである。 

② 張力式 

地震や落雪等によって容器が転倒する等、高圧ホースに所定の引っ張り力が加わる

と、防止機 構が作動してガスを遮断する。 

（ＬＰガス設備設置基準及び取扱要領（ＫＨＫＳ０７３８ ２０１９）を引用） 

 

  ウ 供給機器の期限管理（供給設備） 

    高圧ホース、調整器、ガスメーターといった供給機器については、認定販売

事業者を除き、供給設備の技術上の基準に使用期限の定めはないが、メーカー

によって使用期限が設定されており、適切な期限管理と供給機器の交換によっ

て、経年劣化による腐食や性能不良によるガスの漏えい防止等に効果があると

考えられる。 

 

  エ 埋設管表示シール貼付（供給設備・消費設備） 

    水道工事業者等の他工事業者がその工事において、ＬＰガスの埋設管を損傷

させ、ガスが漏えいするといった事故が多発している。 

    このため、埋設管の位置がわかるよう表示シールを貼付し、他工事業者に埋

設管の位置を認識させることが事故防止に効果があると考えられる。 

  

  オ 業務用マイコンメーターとガス警報器の連動遮断（供給設備） 

    業務用のマイコンメーターには、継続して使用する時間が著しく長い場合に

自動的にガスを閉止する機能がないため、少量かつ長時間の漏えいにおいては

ガスメーターでガスを遮断できない。 

    一方、業務用でＬＰガスを消費する場合は、燃焼器の全てが屋外に設置され

ている場合等を除き、ガス警報器の設置が義務付けられている。 

    このため、休業日等で店舗が無人であった場合やガス警報器に電源が入って

いなかった場合に、少量かつ長時間の漏えいがあると、ガス漏れに気づかず、

大量漏えいによる大規模な事故に発展する可能性があるが、ガス警報器と業務

用マイコンメーターを連動させることにより、無人であっても自動的にガスを

遮断させることができるため、事故防止に効果があると考えられる。 
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（関係する技術基準等） 

（例示基準４４．ガスメーターの機能） 

 ガスメーターの機能は、次の基準のいずれかに該当するものとする。 

１．ガスメーターは、遮断弁を有するガスメーターであって、次の各号に掲げる基準に

適合するものとする。 

(1)（略）※１ 

(2) 継続して使用する時間が通常より著しく長い場合に自動的に遮断弁を閉止するも

の。（使用最大流量が３㎥／ｈ未満のものに限る。※２） 

(3) (略) 

２．（略） 

※１：使用最大流量に応じた合計流量遮断ガス流量及び増加流量遮断ガス流量の規定。

業務用ガスメーター（最大使用流量が４㎥から１６㎥のものにも規定あり。） 

※２：業務用ガスメーター（最大使用流量４㎥以上）は適用されない。 

 

  カ ガス栓カバーの設置（消費設備） 

    通常使用しない末端ガス栓の「つまみ」にガス栓カバーを設置し、消費者に

よる誤開放を防ぎ、未使用側ガス栓からの漏えいを防止するもの。ヒューズ機

能（過流出安全機構）がある場合、未使用側のガス栓に金属プラグを施す必要

はないが、何らかの原因によってヒューズが作動しないことも考えられるの

で、ガス栓カバーの設置は事故防止効果があると考えられる。 

 

  キ 業務用換気警報器の設置（消費設備） 

    CO中毒事故防止のための自主保安の取り組みとして、業務用換気警報器の設

置がある。業務用換気警報器は、CO を感知し、一定の基準となった場合に警報

を発し、換気を促すもので、警報後に速やかに換気を行うことにより CO 中毒事

故の防止が図られる。 

 

② 周知に係る自主保安の取り組み 

    法第２７条の規定により、販売事業者は一般消費者等に対し、保安業務を行

う義務があり、ＬＰガスによる災害の発生の防止に関し必要な事項を周知する

ことも保安業務に含まれている。周知は供給開始時及び２年に１回の頻度で行

わなければならない。また、周知の内容は、規則及び通達に記載された内容で

ある。 

    これに対し、自主保安の取り組みとして、特に事故が多く発生しているケー

スや事故が発生した場合多くの被害の発生が予想される次のケースについて、

通常使用している周知文書（チラシ）以外に、別途印刷・配布することによ

り、事故防止効果を高めるものと考えられる。 

   ア 雪害対策 

   イ 地震等災害対策 

   ウ CO 中毒事故防止（業務用消費者、一般消費者） 

   エ 他工事事故防止対策 
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また、これらの周知は、定期に配布する通常の周知文書と異なり、燃焼器を

使用するシーズン前（CO 中毒事故防止）、降雪時期前（雪害）といった、事故の

発生が懸念される時期の前に周知を行い、消費者に印象を残す方法が工夫さ

れ、より事故防止効果を高めている。 

③ マイコンメーターの機能 

    マイコンメーターの機能として、微少漏えい警告表示がある。 

    微少漏えい警告表示には、流量式のものと圧力式のものがあり、流量式は微少

な漏えいを流量で検知し、30日以上連続してガスの流量が確認された場合に警

告を表示する機能で、圧力式は 30日間一定圧力の上昇がなかった場合に警告を

表示する機能であり、これらは設定器等を使用することにより、現在何日間検知

しているか確認できるため、検針時等に現在の状況を把握することができること

から、警告表示前にガス漏れ等の対処をすることもできる。 

    また、最近は燃焼器を起動させる際の立ち上がりの流量により、その器具を識

別する機能が追加されており、長時間遮断機能の精度を高めている。 

 

３．自主保安の取り組みによって防げた事故の推計 

① 2020 年の事故概要 

     2020年の事故件数は 192件で、2019年の 202 件から 10件の減少となった。 

また、死亡者数は 1 人で 1人増加となり、負傷者数は 29人で、2019年の 32

人から 3 人減少し、液石法公布の 1967 年以降、最少人数となった。 

2020 年の事故の現象別発生状況について、事故件数は、漏えいに係るものが

143件で事故全体の 74.5％、漏えい火災・漏えい爆発に係るものが 49件で事故

全体の 25.5％となっている。ＣＯ中毒・酸欠に係る事故は発生していない。 

② 自主保安の取り組みによって防げた事故の推計 

     2020年のＬＰガス事故について、発生箇所別の事故件数及び死傷者数の推

移（表１）及び原因者等別の事故件数（詳細）（表２）を以下のとおり示す。 

  



 

 

発生箇所別の事故件数及び死傷者数の推移（表１） 

 

  

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年
直近

5年平均
2020年

直近
5年平均

2020年

容器 事故件数（件） 4 11 9 1 9 6.8 6 3.7% 3.1%
容器バルブ うちB級事故（件） 0 0 0 0 0 0.0 0

死亡者数（人） 0 0 0 0 0 0.0 0
負傷者数（人） 0 0 6 0 0 1.2 0

調整器 事故件数（件） 20 9 13 21 11 14.8 24 7.9% 12.5%
うちB級事故（件） 0 0 0 0 0 0.0 0

死亡者数（人） 0 0 0 0 0 0.0 0
負傷者数（人） 0 3 3 2 0 1.6 1

高圧ホース 事故件数（件） 16 15 23 20 18 18.4 23 9.9% 12.0%
集合装置 うちB級事故（件） 1 0 0 0 0 0.2 0
ガスメーター 死亡者数（人） 0 0 0 0 0 0.0 0

負傷者数（人） 7 0 0 0 0 1.4 2
バルク貯槽 事故件数（件） 4 5 2 4 5 4.0 4 2.1% 2.1%
バルク容器 うちB級事故（件） 0 0 0 0 0 0.0 0
付属機器等 死亡者数（人） 0 0 0 0 0 0.0 0

負傷者数（人） 1 1 0 0 0 0.4 0
供給管 事故件数（件） 36 38 40 52 42 41.6 47 22.3% 24.5%

うちB級事故（件） 1 0 0 0 0 0.2 0
死亡者数（人） 1 0 0 0 0 0.2 0
負傷者数（人） 2 0 1 3 3 1.8 0

その他 事故件数（件） 0 1 0 2 5 1.6 4 0.9% 2.1%
うちB級事故（件） 0 0 0 0 0 0.0 0

死亡者数（人） 0 0 0 0 0 0.0 0
負傷者数（人） 0 0 0 0 0 0.0 0
事故件数（件） 80 79 87 100 90 87.2 108 46.8% 56.3%
うちB級事故（件） 2 0 0 0 0 0.4 0
死亡者数（人） 1 0 0 0 0 0.2 0
負傷者数（人） 10 4 10 5 3 6.4 3

配管 事故件数（件） 26 10 39 46 54 35.0 40 18.8% 20.8%
うちB級事故（件） 0 0 0 0 0 0.0 0

死亡者数（人） 0 0 0 0 0 0.0 0
負傷者数（人） 1 3 4 2 2 2.4 1

末端ガス栓 事故件数（件） 11 5 11 13 13 10.6 12 5.7% 6.3%
うちB級事故（件） 0 0 0 0 1 0.2 0

死亡者数（人） 0 0 0 0 0 0.0 0
負傷者数（人） 1 2 5 5 10 4.6 1

金属フレキシブルホース 事故件数（件） 22 10 14 11 9 13.2 7 7.1% 3.6%
低圧ホース うちB級事故（件） 0 0 0 0 0 0.0 0
ゴム管等 死亡者数（人） 0 0 0 0 0 0.0 0

負傷者数（人） 9 2 4 1 0 3.2 0
こんろ 事故件数（件） 3 3 4 3 2 3.0 0 1.6% 0.0%

うちB級事故（件） 0 0 0 0 0 0.0 0
死亡者数（人） 0 0 0 0 0 0.0 0
負傷者数（人） 2 2 2 1 0 1.4 0

瞬間湯沸器 事故件数（件） 3 4 7 2 3 3.8 2 2.0% 1.0%
うちB級事故（件） 0 0 0 1 0 0.2 0

死亡者数（人） 0 0 0 1 0 0.2 0
負傷者数（人） 3 4 0 0 0 1.4 1

風呂釜 事故件数（件） 12 8 7 13 6 9.2 11 4.9% 5.7%
うちB級事故（件） 0 0 0 0 0 0.0 0

死亡者数（人） 0 0 0 0 0 0.0 0
負傷者数（人） 0 0 1 2 1 0.8 0

業務用燃焼器 事故件数（件） 19 20 23 21 18 20.2 7 10.8% 3.6%
うちB級事故（件） 1 1 0 0 0 0.4 0

死亡者数（人） 0 0 0 0 0 0.0 0
負傷者数（人） 23 33 22 25 14 23.4 3

その他 事故件数（件） 3 0 3 0 5 2.2 4 1.2% 2.1%
うちB級事故（件） 0 0 0 0 0 0.0 0

死亡者数（人） 0 0 0 0 0 0.0 0
負傷者数（人） 4 0 2 0 2 1.6 1
事故件数（件） 99 60 108 109 110 97.2 83 52.2% 43.2%
うちB級事故（件） 1 1 0 1 1 0.8 0
死亡者数（人） 0 0 0 1 0 0.2 0
負傷者数（人） 43 46 40 36 29 38.8 7

事故件数（件） 1 0 0 1 0 0.4 0 0.2% 0.0%
うちB級事故（件） 0 0 0 0 0 0.0 0

死亡者数（人） 0 0 0 0 0 0.0 0
負傷者数（人） 0 0 0 0 0 0.0 0

事故件数（件） 2 1 0 2 2 1.4 1 0.8% 0.5%
うちB級事故（件） 1 0 0 0 0 0.2 1

死亡者数（人） 1 0 0 0 0 0.2 1
負傷者数（人） 7 2 0 5 0 2.8 19
事故件数（件） 182 140 195 212 202 186.2 192 100.0% 100.0%

うちB級事故（件） 4 1 0 1 1 1.4 1
死亡者数（人） 2 0 0 1 0 0.6 1
負傷者数（人） 60 52 50 46 32 48.0 29

発生箇所別
供
給
設
備

小計

消
費
設
備

小計

その他(充てん設備
等)

不明

合計

発生箇所別割合
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原因者等別の事故件数（詳細）（表２） 

 

 

 ア 供給設備・消費設備に係る事故と自主保安の取り組みにおける事故防止効果 

   容器・容器バルブに係る事故６件、調整器に係る事故２４件、高圧ホース・集

合装置・ガスメーターに係る事故２３件、末端ガス栓に係る事故１２件について

着目し、供給設備・消費設備における自主保安の取り組み行われていた場合、

2020 年のＬＰガス事故にどのように影響するのか（事故低減効果）を検討した。 

   また、他工事業者による事故５２件について、自主保安の取り組みで行われて

いた埋設管シールによる事故低減効果についても検討した。 

(ｱ) 容器・容器バルブに係る事故 

    容器・容器バルブに係る事故６件は、容器底部の腐食、安全弁からの漏えい、

他工事業者によるものであり、鎖の二重掛け等の自主保安の取り組みによって

事故が防げたと考えられるものはなかった。 

(ｲ) 調整器に係る事故 

    調整器に係る事故２４件のうち、２件は調整器の経年劣化が考えられる事故で

あり、販売事業者により期限管理がされ、かつ、期限内に交換されていれば事故

が防げた可能性があった。 

    その他の２２件は、外力による調整器の損傷、接続不良、調整器本体の故障等

による事故であった。なお、その他の２２件のうち１件は期限が経過した調整器

が原因であるが、消費者自ら交換して使用したもので、販売事業者に責任がない

ものであった。 

(ｳ) 高圧ホース・集合装置・ガスメーターに係る事故 

    高圧ホース等に係る事故２３件のうち、高圧ホースを切断する事故が２件あ

り、この２件は、過流式のガス放出防止器が設置されていればガスの漏えい量が

現象別

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年
直近

5年平均
2020年

直近
5年平均

2020年

うち 点火ミス、立ち消え ( 21 ) ( 16 ) ( 19 ) ( 18 ) ( 16 ) (18.0) ( 8 )
うち 不適切な使用 ( 14 ) ( 20 ) ( 14 ) ( 12 ) ( 3 ) (12.6) ( 5 )
うち 誤開放 ( 8 ) ( 3 ) ( 7 ) ( 10 ) ( 16 ) (8.8) ( 9 )

うち 腐食等劣化 ( 14 ) ( 14 ) ( 14 ) ( 18 ) ( 19 ) (15.8) ( 18 )
うち 工事ミス、作業ミス ( 10 ) ( 7 ) ( 17 ) ( 7 ) ( 13 ) (10.8) ( 10 )
うち 容器交換時の接続ミス等 ( 2 ) ( 8 ) ( 6 ) ( 3 ) ( 2 ) (4.2) ( 6 )

うち 設備工事業者 ( 2 ) ( 2 ) ( 11 ) ( 3 ) ( 1 ) (3.8) ( 3 )
うち 充てん事業者 ( 0 ) ( 2 ) ( 1 ) ( 0 ) ( 0 ) (0.6) ( 0 )
うち 他工事業者 ( 16 ) ( 34 ) ( 49 ) ( 48 ) ( 58 ) (41.0) ( 52 )
うち 器具メーカー ( 4 ) ( 3 ) ( 0 ) ( 3 ) ( 5 ) (3.0) ( 12 )

34 8 12 34 9 19.4 1
うち 雪害 ( 32 ) ( 6 ) ( 9 ) ( 29 ) ( 6 ) (16.4) ( 0 )

0

24

202

8

44

67

8

25

192

12

31

30.5% 20.3%

1.2% 4.2%

19.1% 22.9%

26.2% 34.9%

56.8

43

61

5

合 計

不 明

雪害等の自然災害

その他 16

その他の事業者起因 22

ＬＰガス販売事業者等起因

41 48.854

30 35.6

4 0

30

2 2.23 2

44

66

16.4

140182

4.2%3.8%

0.5%10.4%

100.0%100.0%

13.0%8.8%

3

195

16 13

7.011

186.2212

17

一般消費者等及びＬＰガス販売事業者等起因

一般消費者等起因

原因者別割合

60 45 6854 3957
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少なかったと考えられる。その他２１件の事故は、外力による損傷、接続不良に

よる事故であった。 

(ｴ) 末端ガス栓に係る事故 

    末端ガス栓に係る事故１２件のうち、消費者による未使用側ガス栓の誤開放に

よる事故が７件発生しており、ガス栓カバーが設置されていれ防げたものと考え

られる。 

    その他の５件の事故は、接続不良や可とう管ガス栓（ガス栓カバーは設置しな

いもの）の事故であったが、ガス栓カバーを故意に外し、その未使用側の誤開放

による事故も発生している。 

(ｵ) 他工事業者を起因者とする事故 

    他工事業者を起因者とする事故は５２件発生している。そのうち、自主保安の

取り組みとして埋設管シールが貼付された事例は確認できなかった。 

    また、販売事業者に対し「事前連絡がされていない」又は「不明」なものが４

４件であった。販売事業者に事前連絡がない場合は、販売事業者による立会又は

配管の位置等の確認ができないことから、この場合、埋設管の表示シールによっ

て、埋設管が存在することと、おおよその位置を想像しながら工事を進めること

ができれば、事故防止につながると考えられる。 

    なお、他工事事故は、他工事業者及び作業員の安全意識による部分もあり、

埋設管表示シールによる事故防止効果を推計することはできないが、何らかの事

故防止効果はあると考えられる。 

(ｶ) その他 

2020 年 7月 30日に発生した福島県郡山市で発生したＬＰガス事故は、ガス

警報器とマイコンメーターの連動がされていなかった。 

今のところ詳細な原因は不明であるが、仮にメーターより下流側の室内で長時

間にわたり少量の漏えいがあったとした場合、ガス警報器とメーターが連動して

おり、かつ、ガスの漏えいをガス警報器が検知していればメーターによりガスが

遮断されていた可能性が高く、その場合は被害が小さかった可能性はある。な

お、ガス警報器とメーターが連動していた場合、ガス警報器の電源が切断されて

いた場合もガスが遮断される仕組みとなっている。 

 

 イ 周知に係る自主保安の取り組みにおける事故防止効果 

2020 年のＬＰガス事故のうち、CO中毒事故及び雪害・地震に係る事故は発生し

ていない。また、他工事業者による事故は５２件発生しているが、事故調査報告

書に周知に係る自主保安の取り組みが記載されているものはなく、当該周知をし

たにもかかわらず事故が発生したかは不明である。他工事業者による事故の多く

は販売事業者に事前連絡や事前打ち合わせが行われていなかったことによるもの

で、他工事事故防止の周知文書によって、一般消費者が販売事業者への事前連絡

の必要性を理解することができていれば、他工事業者から販売事業者に連絡さ

れ、これにより何件かの事故は防止できた可能性はあると推定される。 
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４．まとめ 

  今回調査した自主保安の取り組みについては、一般社団法人全国ＬＰガス協会や

都道府県ＬＰガス協会へのヒアリング調査によるものであるが、その多くは経済産

業省が発出した保安対策指針にも掲載されている内容である。 

  保安対策指針に記載されている自主保安の取り組みは、販売事業者への要請であ

り、この要請を受けて販売事業者は実行しているところである。 

  2020年に発生したＬＰガス事故のうち、これらの自主保安の取り組みが行われて

いれば防げたと考えられる事故は、 

 

・ガス放出防止器・ガス放出防止型高圧ホースの設置によるもの ２件 

 ・供給機器の期限管理によるもの ２件 

  ・ガス栓カバーの設置によるもの ７件 

 

 の計１１件であった。 

  この１１件の事故については、販売事業者が自主保安の取り組みを行っていない

のか、又は取り組みは行っているものの、消費者等の理解が得られず設置できなか

ったものかは不明であるが、引き続きこれらの自主保安の取り組みを行い、あらゆ

る面から事故防止対策を実行していくことが事故の減少につながると考えられる。 

  なお、今回の調査によって、埋設管表示シールにより他工事事故防止対策の取り

組みを行っている都道府県ＬＰガス協会があり、ＬＰガス事故の起因者別で多くの

割合を占める他工事事故について、これらの取り組みも踏まえ、今後、様々な対策

を検討していく必要がある。 

  また、マイコンメーターの機能も向上しており、今後は事故防止の面からも漏え

い検知、その他保安機能の高度な進化による事故防止が期待される。 
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4.2 都道府県の運用調査 
4.2.1 目的 
  例示基準で定める「火気をさえぎる措置」については、都道府県によって判断が異な
るケースがあることから、都道府県の運用調査を実施し実態を把握する。 

 
4.2.2 調査実施期間 
  令和 2 年 6 月 
 
4.2.3 調査対象 
  都道府県 
  ただし、都道府県の条例によって市町村（広域連合、一部事務組合を含む。以下同じ。）
に事務を委譲している場合は、市町村も調査対象とした。 

 
4.2.4 調査方法 
  都道府県担当者にメールにてアンケート調査票を送付 
  ただし、事務委譲している場合は、都道府県で一括して回答又は都道府県から市町村
に送付し、都道府県がとりまとめて回答 

 
4.2.5 調査項目 
（詳細は次ページの調査項目のとおり） 
（1）火気距離の測定方法等 
（2）火気をさえぎる措置の運用 
（3）「その他」を選択された場合の回答例 

 
4.2.6 調査結果 
（1）回答のあった都道府県 

47 都道府県 
（2）回答数 

45 都道府県※及び 84 市町村等 
※液化石油ガス法全ての事務を委譲している等の理由により、2 県からは都道府県
としての回答なし 

（3）調査結果（運用状況） 
p.8 参照 
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１ 火気距離の測定方法等

(4)曲がり先の火気（容器からは見えないが家の曲がり角の向こう側に火気がある場合）について、
次のうちから一つお選びください。

その他を選択された場合は、どのように測定していますか。具体的な方法を教えてください。

容器バルブ

家の壁の素材に関らず、迂回距離で火気距離を確保させている。

その他

その他を選択された場合は、どのようにお考えですか。具体的に教えてください。

容器を置く場所（容器の投影面（地盤面）を平面的に起点としている。）

(1)火気距離の測定方法について次のうちから一つお選びください。

(2)対象とする火気について、次のうちから一つお選びください。

(3)火気距離測定の容器側の起点について、次のうちから一つお選びください。

容器の外面全体（容器バルブを含め容器全体を立体的に起点としている。）

容器バルブより高い位置にある火気は、対象外としている。

容器バルブより高い位置にある火気であっても、火気距離を確保させている。

その他

その他を選択された場合は、どのように測定していますか。具体的な方法を教えてください。

水平距離としている。（平面図により測定する方法。保安物件までの距離のとり方と同じ。）

直線距離としている。（立体的に距離を測定する方法）

その他

その他を選択された場合は、どのように測定していますか。具体的な方法を教えてください。

その他

家の壁が不燃性の隔壁相当でない場合であっても、火気がさえぎられていると判断している。

家の壁が不燃性の隔壁相当である場合のみ、火気がさえぎられていると判断している。

 
調査項目 
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２ 火気をさえぎる措置について

(4)簡易容器庫※3（通気口あり）に収納した容器からの火気距離について、次のうちから一つお選びください。

簡易容器庫の壁を不燃性の隔壁とみなしている。

その他

その他を選択された場合は、どのようにお考えですか。具体的に教えてください。

※3 簡易容器庫
鋼製のパネルやシャッターで構成される容器収納庫で、ここでは全面が鋼製のパネル又はシャッターで囲まれているものについてお答え
ください。

簡易容器庫の壁を不燃性の隔壁とみなしていない。

その他を選択された場合は、どのようにお考えですか。具体的に教えてください。

迂回距離を確保させている。

迂回距離で確保できなくても、容器から見て火気がさえぎられていればよい。

不燃性の隔壁は、地面と接着させている。

不燃性の隔壁は、地面と接着させていなくても迂回距離又は火気がさえぎられていればよい。

その他

(1)不燃性の隔壁を設ける場合の距離測定について、次のうちから一つお選びください。

(2)不燃性の隔壁の設置方法について、次のうちから一つお選びください。

その他

その他を選択された場合は、どのように測定していますか。具体的な方法を教えてください。

(3)その他不燃性の隔壁の設置にあたり、特に指導等していることがあれば教えてください。
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はまとめて掲載した。 
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 上記はボイラと燃料タンクが互いに見えないようにすることで距離を短縮できるもので
あるが、あくまで燃料タンク内の油温を著しく上昇させないための措置であり、漏えい後
の液体燃料に対する措置ではないことから、本検討における「漏えいした液化石油ガスが
火気の方向に流動することをさえぎる措置を講ずる」ための措置とは目的が異なるもので
あった。 
ここまでの法令等の調査から、LP 法の火気をさえぎる措置と同様の目的かつどのように
さえぎれば有効であるか記載されているものはなかったため、火気をさえぎる措置につい
ては、LP 法独自に想定する必要がある。 
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（結果：高圧部ガスラインからのガス漏えいの実証実験） 
   ・それぞれの噴出口径について噴出流量を測定。一部の条件では拡散後の等濃度線

図あり（図 4.4.3 参照） 
 

 
図 4.4.3 等濃度線図例（漏えい口直径 0.6mm、風速 0m/s） 

 
（本検討への反映）：0.3mm～0.6mm（一部 0.8mm）における減圧前の LP ガスについて噴

出流量、噴出後の距離に対する濃度を求めていることから、今回の容
器肩部からの漏えいシミュレーションへの反映は可能。 

 
そこで、本検討（容器からの LP ガス漏えいシミュレーション）では、ウ）の実証実験を

参考にすることとし、以下の順で検討を進めることとした。 
 
①実験結果を基に噴出口口径 0.3mm と 0.6mm のガス漏えいをシミュレーション計算に
より再現する。 

②①の結果と実験結果を比較評価する。 
③評価の結果、シミュレーション計算により実験を再現できているのであれば、①の結
果を元に容器肩部からの噴出口口径1mmの場合の漏えいについてシミュレーション計
算を実施し、火気をさえぎる措置の検討材料を作成する。 
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4.4.3 過去の実験結果の再現について 
別紙「過去の実験結果の再現シミュレーション」参照 

 
4.4.4 容器肩部からの漏えい 
4.4.4.1 計算条件 
 
＜計算領域＞ 
長さ Lx = 3.5 m、幅 Ly = 0.8 m、高さ Lz = 1.8 m とした。計算領域の y = -0.19 m、0.61 

m および z = 0 m の境界面は壁であり、また x = -0.5 m、 3.0 m および z = 1.8 m の境界面
は開放されている。境界条件は、側壁および地面はすべり無し壁条件とし、上面および上
流面（容器背後）は自由流入出条件（ノイマン条件）とした.また、下流面（漏えい方向）
の境界条件は、非物理的な噴流の逆流を防ぐため、自由流出条件とした.計算格子数は 300
万程度である。 

 
＜容器＞ 

50kg 容器を模擬し、直径は 0.37 m、高さは 1.2 m とし、y = -0.19 m の側壁に寄せて設置
した。漏えい口は地面から高さ 1.1 m の位置とし、測定点（青点）は漏えい口（赤点）を基
準に漏えい方向に 0.5 m 間隔で設けた。漏えい口近傍の格子幅は 5 mm である。 

 
＜計算時間＞ 
計算時間は漏えい開始から 50 秒後までとし、30 秒後から 50 秒後までの区間において統

計量（時間平均）の算出を行った。 
 
＜密度及び粘性係数＞ 
元にした実験の再現計算時と同様、空気と LP ガスの密度はそれぞれ𝜌𝜌𝐴𝐴 = 1.20 kg/m3と

𝜌𝜌𝐵𝐵 = 1.87 kg/m3とし、空気と LP ガスの粘性係数はそれぞれ𝜇𝜇𝐴𝐴 = 1.82 × 10−5 Pa･s と𝜇𝜇𝐵𝐵 =

0.82 × 10−5 Pa･s とした。また、空気中の LP ガスの拡散係数は濃度に関わらず𝜆𝜆 = 1.00 ×

10−5 m2/s とした。 
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みを行うことで非物理的な空気の湧き出しを相殺する。吸い込みを考慮することで、漏え
いにより押し出される多量の空気を補うように容器周辺には空気の流れが形成される。 
 

 
図 4.4.5 漏えい口近傍での空気の巻き込みを伴う速度分布 

 
 
4.4.4.3 シミュレーション結果（濃度分布） 

LPガスを含んだ希薄濃度ガスが時間経過とともに拡がっていく様子を 3次元的に把握す
るため、ボリュームレンダリングを用いて瞬時の濃度分布を描画し、図 4.4.6a および図
4.4.6b に示す。また、時間平均濃度分布の等値面を図 4.4.7 に図示する。 
 
0.10 秒後から 3 秒後まで（図 4.4.6a 参照） 
 
漏えい初期には、希薄濃度ガスが噴流主軸方向に勢いよく拡がっていき、1.5 秒後には既

に漏えい口から 2.0 m 離れた計算領域の境界に到達している。本計算では漏えい口から少し
離れた位置（0.4 m 程度）にきのこ状（ひだ状）の構造が現れるあたりから乱流混合が促進
され、濃度が急激に減衰する様子が見られる。混合が進んだ希薄濃度ガスの濃度は 1%未満
であり、空気と希薄濃度ガスの密度差はほとんど無いことから、重力に起因する希薄濃度
ガスの下降は見られない。 
 
5 秒後から 50 秒後まで（図 4.4.6b 参照） 
 

5 秒後以降は終了の 50 秒まで同様の傾向を表しており、漏えい口から 2m 付近で 0.5%未
満となっている。 
 
30 秒後から 50 秒後までの時間平均（図 4.4.7 参照） 
 



28 
 

30 秒後から 50 秒後までの時間平均では、LP ガスが噴流主軸方向に拡がった濃度分布が
確認できる。また、噴流主軸が側壁（y = -0.19 m）および地面の方向に引き寄せられた濃
度分布が確認できる。 
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濃度分布（0.10 秒後から 3 秒後まで） 

  

  

  

  
図 4.4.6a 瞬時の濃度分布（0.10 秒後から 3 秒後まで） 
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濃度分布（5 秒後から 50 秒後まで） 

  

  

  

  

  
図 4.4.6b 瞬時の濃度分布（5 秒後から 50 秒後まで） 
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時間平均濃度（30 秒後から 50 秒後まで） 
 

 

  

 
図 4.4.7 時間平均濃度分布（30 秒後から 50 秒後までの時間平均） 
(a) 側方から見た等値面 (b) 上方から見た等値面 (c) y = 0 での断面 

 

(b) 

(a) 

(c) 
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4.4.4.4 シミュレーション結果（流れ場） 
 
ここでは、流れによる LP ガスの輸送のメカニズムを把握するため、計算領域における主

要な流れの構造（主流構造）を、流線上に分布させた速度ベクトル（流線ベクトル）によ
り描画し、図 4.4.8a と図 4.4.8b に図示する。このとき、希薄濃度ガスに含まれる多量の空
気が何処から供給されるのかを把握するため、流線を漏えい口近傍に分布させている。 
 
0.01 秒後から 3 秒後まで（図 4.4.8a 参照） 
 
漏えい開始直後の 0.01 秒後と 0.1 秒後には、一度漏えいしたガスが、再び漏えい口に吸

い込まれるような流れの構造（出発渦）がみられる。その後、3.0 秒後にかけて、4.4.2.2 で
本検討の元とした実験で見られたような噴流状の主流構造が形成されていく。このとき、
噴流状の流れにより下流に輸送される空気を補填するように、容器の上方と後方から空気
が供給されている。 
 
5 秒後から 50 秒後まで（図 4.4.8b 参照） 
 
漏えい開始から 5 秒後には漏えい口の上方と後方から供給されていた空気が、10 秒後あ

たりから漏えい口の後方のみからの供給される流れの構造に変化していく。さらに、40 秒
後あたりには、容器の上面を通過する空気の流速が 2 [m/s]程度まで大きくなる。漏えい口
の後方から供給された空気は、漏えい口近傍で LP ガスと混合され、噴流状の流れによって
下流に輸送されるという主流構造が形成される。同時に、この噴流状の流れは徐々に地面
方向に引き寄せられている様子が見られる。 
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時間平均速度・圧力分布（図 4.4.9 および図 4.4.10 参照） 
 

30 秒後から 50 秒後までの時間平均流速から得られた流線に、速度および圧力で色付けし
たものをそれぞれ図 4.4.9 および図 4.4.10 に示す。図 4.4.9a では噴流状の主流構造が地面
方向に引き寄せられている様子が見られる。さらに視点を側方から下方へと移すと（図
4.4.9a→b→c）、容器の漏えい口側に低速の循環流れが確認出来る。この流れの構造は、一
様流中に置かれた障害物を過ぎる物体後流（伴流）または段差を過ぎるバックステップ流
れに酷似している。元々は無風状態であった通路状空間に、強力な噴流状の流れが生じ、
それにより通路全体に平均流が生じたことで、バックステップ流れ状の主流構造が誘起さ
れたと考えられる。30 秒後から 50 秒後までの時間平均では、容器近傍の流速は 1.0 から
1.5 [m/s]程度にまで達していることが図 4.4.9 から確認出来る。また、図 4.4.10 に見られ
るように、容器の漏えい口の下方では、流れ場に対して有意な低圧（圧力係数Cp = 1は 1 m/s
の流れを止める程度の圧力）が広く分布しており、噴流が地面方向に引き寄せられる主要
因であると考えられる。地面方向への引き寄せと同様に、図 4.4.10c では噴流状の主流構造
が側壁に引き寄せられる様子が見られる.これらの噴流の引き寄せ効果はコアンダ効果とし
て知られている。 

 
 以上が容器からの LP ガスの漏えいシミュレーションである。ここまでの結果を使用し、
火気をさえぎる措置の検討を実施する。 
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主流構造（0.01 秒後から 3 秒後まで）  
 

  

  

  

  
図 4.4.8a 瞬時の主流構造（0.01 秒後から 3 秒後まで） 
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主流構造（5 秒後から 50 秒後まで） 
 

  

  

  

  

  
図 4.4.8b 瞬時の主流構造（5 秒後から 50 秒後まで） 
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時間平均速度分布（30 秒後から 50 秒後まで） 
 

 

 

 
図 4.4.9 流線上の速度分布（30 秒後から 50 秒後までの時間平均） 

 
  

(a) 

(b) 

(c) 
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時間平均圧力分布（30 秒後から 50 秒後まで） 
 

 

 

 
図 4.4.10 流線上の圧力分布（30 秒後から 50 秒後までの時間平均） 

 
  

(a) 

(b) 

(c) 
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y=0.19（容器幅（=隔壁端）） x-z 面切断位置 

図 5.1.3 Case1（漏えい角度 0°、隔壁までの距離 0.05m）のシミュレーション結果 
（水色の線は濃度 0.5%） 

 
 

 
図 5.1.4 隔壁を設置しない場合のシミュレーション結果（漏えい主軸の濃度を表示） 

（4.の検討と 5.の検討では、濃度の表示範囲が異なるため、濃度表示範囲を 
5.の検討と対応させている図をここで改めて提示する） 

 
 

5.1.3.2 Case2（漏えい角度 0°、隔壁までの距離 1m）のシミュレーション
結果 

 
Case2 のシミュレーション結果を図 5.1.5 に示す。図 5.1.5 より、以下のことが見て

取れる。 
 
・漏えいしたガスは、容器、隔壁及び家屋壁面に囲まれた範囲に滞留し、この範囲はつ
いては他の範囲と比較して高濃度であるが、Case1 と比較すると低濃度である。 

・火気設置側については、隔壁以降（容器からの水平距離 1m）から 2m 及び高さ 20cm
程度の位置まで最大 0.6%の濃度のガスが広がっている。（Case1 においては最大 0.8%） 
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図 5.1.7 Case3（漏えい角度 45°、隔壁までの距離 0.05m）のシミュレーション結果の
うち漏えい高さ z=0m、z=0.1m 又は z=1.1m で切断した x-y 面（水色の線は濃度 0.5%） 

 
 

5.1.3.4 Case4（漏えい角度 90°、隔壁までの距離 0.05m）のシミュレーション
結果 
 

Case4のシミュレーション結果を図 5.1.8及び図 5.1.9に示す。図 5.1.8及び図 5.1.9
より、以下のことが見て取れる。 
 

・Case3（隔壁までの距離は 0.05m と等しいが漏えい方向は異なる（漏えい角度 45°）
の場合）と比較し、容器側へのガスの流動が多い。 

・図 9 のうち、高さ 0m（地盤面）の x-y 面の図より、地盤面上では隣家の塀と容器の間
に濃度 0.8%程度のガスが広がっているが、高さ 0.1m になると濃度 0.5%以上の箇所は
隔壁付近のみとなる。これは、これまでの Case と異なり、家屋壁面に対して平行な動
き（各図の x 方向の動き）が少ないことから、隣家塀面上から地盤面上を伝い家屋側へ
拡散したガスが隔壁付近で滞留しやすく、比較的高い濃度（家屋壁面上で最大 0.7%）
で存在していると考えられる。（Case1 においては最大 0.8%） 

 
 以上より、容器から隣家塀面に向かってガスが漏えいするシミュレーションにおい
ては、Case3 と同様、隣家塀面及び地盤面を伝って家屋壁面側にガスが流動する様子が
見られた。濃度としても Case3 と同様地盤面上かつ隔壁末端付近（y=0.19）で最大 0.8%
であった。 

Case3 及び Case4 にて隔壁と異なる方向にガスが漏えいするシミュレーションを実
施したところ、漏えいしたガスは隣家の塀に接触後、ガスが直接火気設置側に向かっ
て流動することはなく、隣家の塀面上を拡散し、その一部が火気設置側へ拡散するこ
とが分かった。また、火気設置側における最大濃度も Case3 と Case4 で同程度であっ
たことから、漏えいするガスの主軸が隔壁から外れる方向の場合、何らかの面に接触
後面上を伝うように拡散し、火気設置側には低濃度のガスが分布することが考えられ
る。 
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z=0.1m 

 

図 5.1.9 Case4（漏えい角度 90°、隔壁までの距離 0.05m）のシミュレーション結果の
うち、漏えい高さ z=0m で切断した x-y 面（水色の線は濃度 0.5%） 
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5.2 容器の上端より高い位置に上端を有する火気に対する隔壁の有効性について 
5.2.1 実施ケース 
以下のケースのシミュレーションを実施した。 

 
 ・Case5：実際に設置される可能性のある火気（給湯器）を想定し、容器と火気が互い

に見えない大きさの隔壁を設置した場合 
※ガスの流れを阻害しないよう、計算領域には給湯器は配置していない 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5.2.1 5.2 実施ケース概略図 
 

5.2.2 シミュレーション結果 
 
5.2.2.1 シミュレーション空間について 
 
 5.2 のシミュレーションの計算領域は 5.1.2.1 と同様である。 
 
5.2.2.2 Case5（容器の上端より高い位置に上端を有する火気と容器が互いに見
えないように隔壁を設置した場合）のシミュレーション結果 
 
 Case5 のシミュレーション結果を下図に示す。下図より、以下のことが見て取れる。 
 
・漏えいしたガスは容器設置側の上方向及び隔壁下の空間から流動しているが、想定火
気設置位置には流動していない。 

・Case1 と同様、家屋壁面で顕著であるが、ガスは容器上部から隔壁と反対の方向へ拡散
している。これは、隔壁が容器以上の高さであることから、隔壁上部からの火気設置
側への漏えいは隔壁により妨げられるが、容器側については容器バルブ周りの空間か
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漏えい後 30 秒経過時点の濃度分布（濃度表示面

は地盤面、家屋壁面及び高さ 1.1m） 
漏えい後 50 秒経過時点の濃度分布（濃度表示面

は地盤面、家屋壁面及び高さ 1.1m） 
 

図 5.3.3 Case6（漏えい主軸が壁に接触しない方向）のシミュレーション結果 
（水色の線は濃度 0.5%） 

 
 

5.3.2.3 Case7（漏えい主軸が壁に接触する方向）のシミュレーション結果 
Case7 のシミュレーション結果を図 5.3.4 に示す。図 5.3.4 より、以下のこと

が見て取れる。 
 
・漏えいしたガスは家屋壁面に接触後、家屋壁面上を拡散する。家屋壁面上を拡散する
際、地盤面方向に流動するガスは、容器側面と家屋壁面の間を沿うように流動し、地
盤面接触後は容器と家屋壁面の間を扇状に拡散する。また、家屋の角から隣家の塀方
向に流動するガスは空間を拡散し、隣家の塀に接触し、接触箇所から隣家の塀面上を
拡散する。 

・容器から見えない位置の濃度は、最大で 0.7%（地盤面上）であった。これは、地盤面
に接触したガスが上記の通り扇状に拡散し、うち一部が火気設置想定位置に流動した
ためだと考えられる。したがって、Case6 の隣家の塀に接触したガスのうち一部が火気
設置想定位置に流動する場合よりも、拡散が進んでいないガスが流動する Case7 のほ
うが高濃度となった。なお、Case6 での記載と同様、Case7 の類似シミュレーションと
しても Case3 や Case4（ガスの漏えい主軸が隔壁に接触しない方向の漏えいシミュレ
ーション）があるが、Case3 及び Case4 の火気設置側の濃度と Case7 の火気設置想定
位置の濃度は同程度であった。 

 
Case6 及び Case7 より、曲がり先の火気について、曲がり先方向にガスが漏えいする場

合の家屋壁面への接触の有無による影響を検討した結果、火気設置想定位置の濃度は最大
でも Case3 や Case4 と同程度であり、ガスが漏えい後直接火気の方向に流動する場合より
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6. 火気をさえぎる措置に関するシミュレーション まとめ 

 各条件にてシミュレーションを実施した結果、以下のことが分かった。 
 
①容器の上端と同じ又は低い位置に上端を有する火気に対する隔壁の有効性につい 
 て 
 ・容器と隔壁の間が狭いほうが拡散が進みにくく、容器と隔壁の間に高濃度のガスが滞

留する。 
 ・今回のシミュレーション条件では、漏えいしたガスは直線的に流動するが、隔壁や隣

家の塀等何らかの面に接触するとガスは面上を拡散する。拡散後の濃度は直接的に流
動した場合よりも低い。 

 ・隔壁に接触後、家屋壁面で顕著であるが、ガスは容器上部から隔壁と反対の方向へ拡
散している。これは、隔壁が容器以上の高さであることから、隔壁上部からの火気設
置側への漏えいは隔壁により妨げられるが、容器側については容器バルブ周りの空間
からガスが拡散するため、容器上部から隔壁と反対側へガスが拡散するものと考えら
れる。 

 
②容器の上端より高い位置に上端を有する火気に対する隔壁の有効性について 
・①とは異なり、隔壁下部に 0.1m 程度の空間があることから、容器、隔壁及
び家屋壁面の間に滞留したガスが隔壁下部から漏えいしている。漏えいした ガ
スは特に家屋壁面付近において高さ方向に広がっているが、1.0%程度のガスは隔壁下
部の隙間高さ程度までの広がりとなっている。 

・漏えいしたガスは容器設置側の上方向及び隔壁下の空間から流動しているが、想定火
気設置位置には流動していない。 

 
③曲がり先の火気について 
・曲がり先の火気について、曲がり先方向にガスが漏えいする場合、家屋壁面へ
の接触の有無にかかわらず、曲がり先の濃度はガスが漏えいしたガスが直接火気の方
向に流動する場合よりも低濃度である。 

 
いずれの条件においても、漏えいしたガスが直接火気の方向に流動する場合と比較し低

濃度であることが分かった。 
  



56 
 

<参考図> 

7. 不燃性シートで容器を覆う隔壁について 

6.までの検討において、隔壁における火気をさえぎる措置を検討し
シミュレーションを実施し、結果をとりまとめた。 
一方、今後想定される火気をさえぎる措置として、右図のような充

てん容器等を不燃性シートで覆う措置が考えられるとの意見があった
ことから、これまでの検討結果を元に委員会で検討を行い、考慮すべ
き点についてとりまとめた。結果を以下に示す。 

 
表 7.1.1 不燃性シートで容器を覆う隔壁の考慮すべき点について 

 
No. 内容 
1 不燃性シートの色は、日光による熱を吸収しにくい色であること 
2 不燃性のシートの材質は、日光による熱を吸収しにくく、容易に破損せず、かつ、

静電気の発生を防止するもので あること。 
3 充てん容器等は、全面（充てん容器等の地盤面との接触部並びに腐食及び滞留防止

のための開口部を除く。）を不燃性のシートによりまとわせるように覆われること。
この場合において、不燃性のシートと地盤面との間には、隙間がないようにするこ
と。 

4 充てん容器等と不燃性のシートの間に、充てん容器等への入熱を阻害しないための
必要な空間を確保するように、不燃性のシートを充てん容器等にまとわせること。 

5 不燃性のシートは、風等によってその位置が移動しないよう固定すること。 
6 不燃性のシートには、充てん容器等が湿気、水滴等によって腐食しないよう、かつ、

漏えいした液化石油ガスが滞留しないよう充てん容器等と火気が互いに見えない箇
所に適切な開口部を設けること。 

7 不燃性のシートによって、充てん容器等の所有者や連絡先等緊急時の連絡に必要な
情報に係る表示が見えなくなる場合は、不燃性のシート又は周囲の見えやすい箇所
に表示すること。 
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1. はじめに 

 
LP ガス（liquefied petroleum gas）が充てんされた容器が，劣化や擦過などが原因で破

損すると漏えい口を生じて，そこからガスが漏えいする．容器の内部は LP ガスを液化させ
ておくために非常に高圧な状態が保たれている．そのため，漏えい口からガスが勢いよく
噴出し，周囲で爆発下限界濃度に到達することが危惧される．しかしながら，漏えい口に
おいてどのような物理現象が起きているかは明らかでなく，また相変化を司る支配方程式
が解明されていないなど物理学的困難を伴うことからも，漏えい口での物理現象を直接的
にモデル化して数値計算で取り扱うことは困難である．ここでは 1 [mm]以下の漏えい口径
と 10 [l/min]の漏えい流量という条件から考え得る漏えい現象として，(1)液体漏えい，(2)
高密度気体漏えい，(3)標準密度気体漏えいに分けて列挙する． 
(1) 液体のまま亜音速で漏えいし，大気に曝された時点で相変化しながら大気条件下での密

度まで膨張をする． 
(2) 容器の内部で相変化した後に，高密度の気体が亜音速で漏えいし，大気に曝された後に

大気条件下での密度まで膨張する． 
(3) 容器の内部で相変化した後に，大気条件下での密度の気体が超音速で漏えいする． 
 
一方，容器からのプロパンガスの漏えいを取り扱った風洞実験(1993)[1]が行われており，

漏えい口から 30 [cm]の噴流主軸上では，プロパンガスの濃度は 2%程度と小さく，また，
流速は 10 [m/s]程度の亜音速流れであることなどが報告されている．加えて，漏えい口から
噴流主軸方向に 4[m]下流，噴流主軸から幅方向に±1 [m]の範囲において，濃度分布が示さ
れている．このように，漏えい口での物理現象が明らかでなくても，漏えい後のプロパン
ガスのふるまいが部分的に明らかにされている． 
本調査の目的は容器から漏えいしたプロパンガスの爆発下限界濃度（2%）の分布性状の

予測である．そこで，まずは風洞実験結果と同様の数値計算結果が得られる数値計算での
漏えい条件の決定方法を得ることを試みる．上述の理由から漏えい口で直接的に漏えい条
件を規定することは困難であるので，漏えい口近傍において近似的に漏えい条件を規定す
ることを考える．4 節で風洞実験結果との比較により漏えい条件の妥当性を確認した後に，
5 節で容器からの漏えいの数値計算にも同様の漏えい条件を適用し，プロパンガスの濃度分
布の予測を試みる． 
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2. 基礎方程式 

 
2.1. Navier-Stokes方程式 
 
基礎方程式には，連続の式と運動方程式（Navier-Stokes方程式）を用いる． 
 

𝜕𝜕𝑢𝑢𝑗𝑗
𝜕𝜕𝑥𝑥𝑗𝑗

= 0 (2.1) 

𝜕𝜕𝑢𝑢𝑖𝑖
𝜕𝜕𝜕𝜕

= −𝑢𝑢𝑗𝑗
𝜕𝜕𝑢𝑢𝑖𝑖
𝜕𝜕𝑥𝑥𝑗𝑗

−
1
𝜌𝜌
𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝑥𝑥𝑖𝑖

+
1
𝜌𝜌
𝜕𝜕
𝜕𝜕𝑥𝑥𝑗𝑗

�𝜇𝜇
𝜕𝜕𝑢𝑢𝑖𝑖
𝜕𝜕𝑥𝑥𝑗𝑗

� + 𝑔𝑔𝑒𝑒𝑖𝑖 (2.2) 

 
ここで，𝑡𝑡は時間，𝑥𝑥𝑖𝑖(𝑖𝑖 = 1,2,3)は空間座標，𝑢𝑢𝑖𝑖は速度，𝑝𝑝は圧力，𝜌𝜌は密度，𝜇𝜇は粘性係数で
ある．また，𝑔𝑔は重力加速度，𝑒𝑒𝑖𝑖は重力の作用方向を表す単位ベクトルであり，(𝑒𝑒1, 𝑒𝑒2, 𝑒𝑒3) =

(0, 0, −1)である． 
 
2.2. 移流拡散方程式 
 
プロパンガス濃度𝐶𝐶の移流拡散方程式には以下の式を用いる． 
 

𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝜕𝜕

= −𝑢𝑢𝑗𝑗
𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝑥𝑥𝑗𝑗

+
1
𝜌𝜌
𝜕𝜕
𝜕𝜕𝑥𝑥𝑗𝑗

�𝜆𝜆
𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝑥𝑥𝑗𝑗

� (2.3) 

 
ここで，𝐶𝐶は濃度（体積濃度），𝜌𝜌は密度，𝜆𝜆は拡散係数である． 
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3. 数値計算手法 

 
基礎方程式の離散化にはスタガード格子を用いた有限差分法を適用する．時間発展には，

圧力の求解に Poisson 方程式を用いる圧力ベース解法を採用する．さらに圧力ベース解法
に 2 段 2 次の Runge-Kutta 法である陽的中点法を適用する．空間の離散化には，対流項に
3 次精度風上差分スキーム（UTOPIA スキーム），その他の項には 2 次精度中心差分を適用
する．また，圧力のポアソン方程式には対角前処理付き Multicolored SOR 法を適用する． 
 

 
図 3.1 スタガード格子 

格子中心にスカラー，格子表面にベクトル成分を配置する． 
 
 
  

x y

z

pi,j,k

ui+1/2,j,k

ui-1/2,j,k

vi,j+1/2,k

vi,j-1/2,k

wi,j,k-1/2

wi,j,k+1/2

Ci,j,k

Δx
Δy

Δz
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数値計算では，以下の順で各式を解くことで速度や濃度の時間進行を行う． 
 

𝐶𝐶∗ = 𝐶𝐶𝑛𝑛 +
∆𝑡𝑡𝑛𝑛

2
�−

𝜕𝜕𝑢𝑢𝑗𝑗𝑛𝑛𝐶𝐶𝑛𝑛

𝜕𝜕𝑥𝑥𝑗𝑗
+ 𝐶𝐶𝑛𝑛

𝜕𝜕𝑢𝑢𝑗𝑗𝑛𝑛

𝜕𝜕𝑥𝑥𝑗𝑗
+

1
𝜌𝜌𝑛𝑛

𝜕𝜕
𝜕𝜕𝑥𝑥𝑗𝑗

�𝜆𝜆
𝜕𝜕𝐶𝐶𝑛𝑛

𝜕𝜕𝑥𝑥𝑗𝑗
��  

𝜌𝜌∗ = (1 − 𝐶𝐶∗)𝜌𝜌𝐴𝐴 + 𝐶𝐶∗𝜌𝜌𝐵𝐵  

𝜇𝜇∗ = (1 − 𝐶𝐶∗)𝜇𝜇𝐴𝐴 + 𝐶𝐶∗𝜇𝜇𝐵𝐵  

𝑢𝑢�𝑖𝑖 = 𝑢𝑢𝑖𝑖𝑛𝑛 +
∆𝑡𝑡𝑛𝑛

2
�−𝑢𝑢𝑗𝑗𝑛𝑛

𝜕𝜕𝑢𝑢𝑖𝑖𝑛𝑛

𝜕𝜕𝑥𝑥𝑗𝑗
+

1
𝜌𝜌𝑛𝑛

𝜕𝜕
𝜕𝜕𝑥𝑥𝑗𝑗

�𝜇𝜇𝑛𝑛
𝜕𝜕𝑢𝑢𝑖𝑖𝑛𝑛

𝜕𝜕𝑥𝑥𝑗𝑗
� + 𝑔𝑔𝑒𝑒𝑖𝑖�  

𝜕𝜕
𝜕𝜕𝑥𝑥𝑗𝑗

�
1
𝜌𝜌∗
𝜕𝜕𝑝𝑝∗

𝜕𝜕𝑥𝑥𝑗𝑗
� =

2
∆𝑡𝑡𝑛𝑛

𝜕𝜕𝑢𝑢�𝑗𝑗
𝜕𝜕𝑥𝑥𝑗𝑗

  

𝑢𝑢𝑖𝑖∗ = 𝑢𝑢�𝑖𝑖 −
∆𝑡𝑡𝑛𝑛

2𝜌𝜌∗
𝜕𝜕𝑝𝑝∗

𝜕𝜕𝑥𝑥𝑖𝑖
  

𝐶𝐶𝑛𝑛+1 = 𝐶𝐶𝑛𝑛 + ∆𝑡𝑡𝑛𝑛 �−
𝜕𝜕𝑢𝑢𝑗𝑗∗𝐶𝐶∗

𝜕𝜕𝑥𝑥𝑗𝑗
+ 𝐶𝐶∗

𝜕𝜕𝑢𝑢𝑗𝑗∗

𝜕𝜕𝑥𝑥𝑗𝑗
+

1
𝜌𝜌∗

𝜕𝜕
𝜕𝜕𝑥𝑥𝑗𝑗

�𝜆𝜆
𝜕𝜕𝐶𝐶∗

𝜕𝜕𝑥𝑥𝑗𝑗
��  

𝜌𝜌𝑛𝑛+1 = (1 − 𝐶𝐶𝑛𝑛+1)𝜌𝜌𝐴𝐴 + 𝐶𝐶𝑛𝑛+1𝜌𝜌𝐵𝐵  

𝜇𝜇𝑛𝑛+1 = (1 − 𝐶𝐶𝑛𝑛+1)𝜇𝜇𝐴𝐴 + 𝐶𝐶𝑛𝑛+1𝜇𝜇𝐵𝐵  

𝑢𝑢��𝑖𝑖 = 𝑢𝑢𝑖𝑖𝑛𝑛 + ∆𝑡𝑡𝑛𝑛 �−𝑢𝑢𝑗𝑗∗
𝜕𝜕𝑢𝑢𝑖𝑖∗

𝜕𝜕𝑥𝑥𝑗𝑗
+

1
𝜌𝜌∗

𝜕𝜕
𝜕𝜕𝑥𝑥𝑗𝑗

�𝜇𝜇∗
𝜕𝜕𝑢𝑢𝑖𝑖∗

𝜕𝜕𝑥𝑥𝑗𝑗
� + 𝑔𝑔𝑒𝑒𝑖𝑖�  

𝜕𝜕
𝜕𝜕𝑥𝑥𝑗𝑗

�
1

𝜌𝜌𝑛𝑛+1
𝜕𝜕𝑝𝑝𝑛𝑛+1

𝜕𝜕𝑥𝑥𝑗𝑗
� =

1
∆𝑡𝑡𝑛𝑛

𝜕𝜕𝑢𝑢��𝑗𝑗
𝜕𝜕𝑥𝑥𝑗𝑗

  

𝑢𝑢𝑖𝑖𝑛𝑛+1 = 𝑢𝑢��𝑖𝑖 −
∆𝑡𝑡𝑛𝑛

𝜌𝜌𝑛𝑛+1
𝜕𝜕𝑝𝑝𝑛𝑛+1

𝜕𝜕𝑥𝑥𝑖𝑖
  

 
上つき添え字𝑛𝑛は離散時間ステップを表す． 
下付き添え字 A は空気，B はプロパンガスに関する量であることを表す． 
式中の*は𝑛𝑛 + 1 2⁄ ，すなわち時間積分の中点での量あることを表す． 
∆𝑡𝑡𝑛𝑛 = 𝑡𝑡𝑛𝑛+1 − 𝑡𝑡𝑛𝑛は CFL 条件（Courant 数: 0.5）から決定される不等間隔時間刻みである． 
𝑒𝑒𝑖𝑖は重力の作用方向を表す単位ベクトルであり，(𝑒𝑒1, 𝑒𝑒2, 𝑒𝑒3) = (0, 0, −1)である． 
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4. 風洞実験に基づくプロパンガス漏えいの数値計算 

 
本節では容器からのプロパンガスの漏えいを取り扱った風洞実験に基づいて数値計算を

行い，実験結果との比較を行うことで数値計算の有効性を検討する． 
 
4.1. 風洞実験概要 
 
実験では一定の温度に保たれた容器に接続された管の先端のノズルから，無風または微

風状態の風洞にプロパンガスを放出している．実験が行われた風洞は長さ 25.0 [m]，幅 3.6 
[m]，高さ 1.8 [m]であり，漏えい口となるノズルは幅方向の中央，床から 5 [cm]の位置に
設置されている．図 4.1.1 に示すように，下流方向 4 [m]まで，幅方向に±1 [m]まで濃度測
定点が設けられている．また，ノズル直径には d = 0.3, 0.4, 0.5, 0.6 [mm] （一部の実験の
み 0.8 mm）が採用されている． 
 

 
単位：[m] 

図 4.1.1 漏えい点と測定点および計算格子（上面図） 
■ 漏えい口（漏えい方向は左から右） ■ 測定点 
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4.2. 計算条件 
 
風洞実験において，測定点は漏えい口から 4.0 [m]下流側まで設置されているため，図

4.2.1 に示すように，計算領域はそれらを含む長さ 5.0 [m]，幅 3.6 [m]，高さ 1.8 [m]とした．
境界条件は，側壁および地面，天井はすべり無し条件とし，上流面と下流面は自由流入出
条件（ノイマン条件）とした．漏えい口近傍の格子幅は 5 [mm]であり，計算格子数は 200
万程度である．また，計算時間は漏えい開始からおよそ 50 秒後までとし，可変時間刻み幅
は CFL 条件（Courant数: 0.5）を満たすように設定した（∆t ≈ 10−4 [sec]）． 

 

 
単位：[m] 

図 4.2.1 計算格子と漏えい口 
■ 漏えい口 （薄灰色線は計算格子） 

 
空気とプロパンガスの密度及び粘性係数は,参照した実験の温度 30℃を再現するよう,そ

れぞれ𝜌𝜌𝐴𝐴 = 1.20 [kg/m3]と𝜌𝜌𝐵𝐵 = 1.87 [kg/m3]， 𝜇𝜇𝐴𝐴 = 1.82 × 10−5 [Pa･s]と𝜇𝜇𝐵𝐵 = 0.82 × 10−5 
[Pa･s]とした [2]．また，空気中のプロパンガスの拡散係数は濃度に関わらず𝜆𝜆 = 1.00 × 10−5 
[m2/s]とした． 
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4.3. 漏えい条件（実験） 
 
表 4.3.1 に実験での漏えい条件を示す．表中の d は噴出口口径，A は噴出口断面積，Q は

漏えい流量,U は漏えい流速である．なお,今回参考とした実験は,マスフローメーターでの測
定結果を体積流量に換算した結果は記載されているが,噴出孔付近のガスの状態を読み取る
ことはできなかったため,噴出時のガスの密度が不明である.そのため,漏えい流速は実験時
の漏えい速度を正確に得ているものではないが,この計算結果と,漏えい口から 30 [cm]の噴
流主軸上ではプロパンガスの濃度は 2%程度に減衰している [1]ことに注目し,数値計算を行
い,計算結果を実験結果の濃度分布等と比較,評価することで,実験結果を再現し,再現結果を
元に容器肩部からの漏えい計算をシミュレーションにて実施した.なお,計算には Case1(d = 
0.3mm)と Case4(d = 0.6mm)を使用した. 
 

表 4.3.1 漏えい条件（実験） 
Case d [mm] A [mm2] Q [L/min] Q [m3/s] U [m/s] 

1 0.3 0.071 6.9 1.2×10-4 1.7×103 
2 0.4 0.13 9.8 1.6×10-4 1.2×103 
3 0.5 0.19 16.4 2.7×10-4 1.4×103 
4 0.6 0.28 23.3 3.9×10-4 1.4×103 

 

 
 
4.4. 漏えい条件（数値計算） 
 
はじめに述べたように漏えい口での物理現象を直接的にモデル化し，数値計算で取り扱

うことは現実的ではない．そこで数値計算に用いる漏えい条件では，漏えい口から 0.3 [m]
の噴流主軸上において濃度 2%程度まで減衰すること，すなわち，漏えい口近傍で空気との
混合（運動量交換）が促進されていることに注目し，有効な噴流主軸方向速度が広範に分
布していることを仮定する．数値計算では，漏えい口近傍での平均的な流速と濃度を漏え
い条件として規定する． 
 
まず，漏えい口近傍での平均流速 Uaと平均濃度 Caを漏えい流速 U と漏えい濃度 C を用

いて次式で表す． 
 

Ua = 𝜀𝜀U (4.1) 
Ca = 𝛾𝛾C (4.2) 

 
ここで，𝜀𝜀は噴流の主軸方向流速の減衰率であり，𝛾𝛾はプロパンガスの濃度の減衰率であ
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る．従って，(1 − 𝛾𝛾)は空気巻き込み率とも考えられる．なお，実験での漏えい濃度は C = 1
とする． 
 
続いて，漏えい流量Qならびに平均量で表される漏えい流量Qaはそれぞれ次式で与えられ

る． 
 

Q = CAU (4.3) 
Qa = Ca�∆jet�

2
Ua (4.4) 

 
ここで，∆jetは数値計算において漏えい条件が課される漏えい口の幅である． 

 
数値計算での漏えい流量は実験と等しいので(4.3)式と(4.4)式から次式が得られる． 

 
CAU = Ca�∆jet�

2
Ua (4.5) 

 
最後に，(4.1)式と(4.2)式を用いて(4.5)式を整理すると次の関係が得られる． 

 
𝜀𝜀𝜀𝜀 = A/�∆jet�

2 (4.6) 
 
ここでは，𝜀𝜀 = 𝛾𝛾 = √𝜀𝜀𝜀𝜀，すなわち， 𝜀𝜀/𝛾𝛾 = 1として数値計算での漏えい条件を定める． 

 
上記の手順で求めた漏えい条件を表 4.4.1（Δjet = 20 [mm]）と表 4.4.2（Δjet = 40 [mm]）

に示す．加えて，これらを漏えい流速と漏えい濃度で整理したものをそれぞれ図 4.4.1a と
図 4.4.1b に示す．ここでは，平均漏えい流速 Uaが非圧縮性流体の近似を満たすとされる
Ma = 0.1 を越えないよう漏えい口の幅Δjetを選定する．従って，ノズル直径が d = 0.3 [mm]
ではΔjet = 20 [mm]（case1a），d = 0.6 [mm]ではΔjet = 40 [mm](Case4b)を採用し,検討を
進めることとする．  
 

表 4.4.1 漏えい条件（数値計算, Δjet = 20 [mm]） 
Case εγ ε γ Ua [m/s] Ca [%] 

1a 1.77×10-4 1.33×10-2 1.33×10-2 21.7 1.33 
2a 3.14×10-4 1.77×10-2 1.77×10-2 23.1 1.77 
3a 4.91×10-4 2.22×10-2 2.22×10-2 30.9 2.22 
4a 7.07×10-4 2.66×10-2 2.66×10-2 36.5 2.66 

 

 
表 4.4.2 漏えい条件（数値計算, Δjet = 40 [mm]） 

Case εγ ε γ Ua [m/s] Ca [%] 
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1b 4.42×10-5 6.65×10-3 6.65×10-3 10.8 0.66 
2b 7.85×10-5 8.86×10-3 8.86×10-3 11.5 0.89 
3b 1.23×10-4 1.11×10-2 1.11×10-2 15.4 1.11 
4b 1.77×10-4 1.33×10-2 1.33×10-2 18.3 1.33 

 

 
 

 
  
図4.4.1 
漏えい
条件
（数値
計算）
(a) 平
均流速 
(b) 平
均濃度 

 
 
4.5. 噴流主軸上での濃度分布 
 
風洞実験に係る報告では，漏えい口の高さが 5 [cm]の場合の噴流主軸上での濃度分布を

表す実験式が与えられている． 
 

C(𝑥𝑥) = 0.09 ×
1
𝑥𝑥1.1 × Q0.67 (4.7) 

 
ここで，C(𝑥𝑥)は噴流主軸上の濃度で単位は[%]であり，𝑥𝑥は噴流主軸上の漏えい口からの

距離で単位は[m]である．また，Qは漏えい流量であり，単位は[l/min]である．なお，(4.7)
式は無風または 1 [m/s]以下の微風状態に成り立つとされている． 
 
数値計算結果と(4.7)式による噴流主軸上の時間平均濃度分布をそれぞれ実線と破線で図

4.6 に併せて示す．実験式では，漏えい口で濃度が 100%に漸近しており，また，1 [m]の位
置では 1%程度まで急激に濃度が低下している．数値計算結果では漏えい口付近で濃度を過
小評価する傾向が見られ，特にノズル直径が大きいほど実験式と数値計算結果の差異が顕
著である． 
 

 (a) 
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図 4.6 噴流主軸上での時間平均濃度分布 

 
4.6. 噴流主軸上での速度分布 
 
噴流主軸上での時間平均速度分布を図 4.7 に示す．図中で数値計算結果と実験結果はそれ

ぞれ実線とプロットで示している． 
 
数値計算結果では漏えい口付近で流速を過大評価する傾向が見られる．特にノズル直径

が大きい場合の流速の過大評価が顕著である．一方，風洞実験結果ではノズル直径の違い
に対して，有意な流速の差は見られない． 
 

 
図 4.7 噴流主軸上での時間平均速度分布 

4.7. 実験式の再現性改善のための追加計算 
 
図 4.6 によれば，Case4b（d = 0.6 [mm]）では，噴流主軸上の x = 0.3 [m]（漏えい口か

ら最近傍の測定位置）において濃度が過小評価されるという結果が得られた．また，図 4.7
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によれば，噴流主軸上のx = 0.3 [m]において流速が過大評価されるという結果が得られた． 
そこで,濃度の過小評価と流速の過大評価が改善されるような速度減衰率ε，濃度減衰率

γを修正する．これらの減衰率は，減衰率比ε/γによって定まり，ε/γ=1 としていたもの
をε/γ=0.5, 0.25 として再計算を行い，それぞれ Case4bM, Case4bMM として,改善された
かどうか検討する． 
表4.7.1に，表4.4.2からCase4bを転記し，修正後の漏えい条件Case4bM及びCase4bMM

と併せて示す．また，Case4bM, Case4bMM については 4 節で示した際と同様に数値計算
結果を示す．さらに,それぞれの Case における時間平均濃度分布及び速度平均濃度分布を
それぞれ図 4.8(a)及び(b)にそれぞれ示す.結果，Case4bMM（ε/γ = 0.25）において,漏え
い口近傍での結果が改善された様子が確認出来る．また ,速度分布において
は,Case4bM,Case4bMM のいずれにおいても,漏えい口近傍での結果が改善された様子が
確認出来る．今後,本検討の結果を使用し,容器肩部からの漏えい口 1mm での漏えいシミュ
レーションを実施することになるが,上記の結果から,漏えい口近傍で最も実験式に一致し
ているε/γ = 0.25 で今後のシミュレーションを行うこととした. 
ところで，風洞実験ではノズル直径の違いに対して，流速に有意な差が表れていない．

一方でノズル直径が大きいほど，濃度は大きくなる傾向がある．そのため，減衰率比を調
整するだけでは，ノズル直径に関わらない風洞実験と数値計算の全体の傾向は改善できて
も，ノズル直径の影響を捉えるような改善は期待できない．そこで，ノズル直径が d = 0.3, 
0.6 [mm]と大きくなるにつれて，漏えい口の幅もまた∆jet= 20, 40 [mm]としたことから，d 
= 1.0 [mm]でも∆jet= 60 [mm]を採用する．以上より,容器肩部からの漏えいシミュレーショ
ンで使用する条件を,表 4.7.2 に示す．なお,容器肩部からの漏えいシミュレーションの計算
結果については本文参照のこと. 

 
表 4.7.1 漏えい条件（d = 0.6 [mm]） 

Case Δjet [mm]  εγ ε γ ε/γ Ua [m/s] Ca [%] 

4b 40 1.77×10-4 1.33×10-2 1.33×10-2 1 18.3 1.33 

4bM 40 1.77×10-4 9.40×10-3 1.88×10-2 0.5 12.9 1.88 

4bMM 40 1.77×10-4 6.65×10-3 2.66×10-2 0.25 9.13 2.66 
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図 4.8 (a) 噴流主軸上での時間平均濃度分布 (b) 噴流主軸上での時間平均速度分布 

（(a),(b)どちらも d = 0.6 [mm]） 
 

 
表 4.7.2 容器肩部からの漏えいシミュレーションの漏えい条件（d = 1.0 [mm]） 

 

d [mm] Δjet [mm]  εγ ε γ ε/γ Ua [m/s] Ca [%] 

1.0 60 2.18×10-4 7.39×10-3 2.95×10-2 0.25 10.5 2.95 
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